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要約 

・カラーTV、乗用車、貨物自動車、自動車部品などの機械機器・部品 4

品目、あるいはプラスチック製の板・シート、T シャツなどの素材・

衣類 2 品目は、FTA を利用して日本から ASEAN への輸出の拡大が見

込まれる品目である。さらに、この 6 品目は、現地生産を行い中国・

ASEAN 間の域内貿易の拡大が見込まれる品目でもある。 

・電話機、集積回路などの電気・電子部品は、一般的な関税（MFN 税

率）自体が低くなっているため、FTA を活用しなくても日本から中

国・ASEAN 域内への輸出が見込まれる品目である。 

・日本から ASEAN への機械機器・部品 4 品目の輸出拡大には、日本と

ASEAN との EPA/FTA が AFTA と同じ水準の関税削減効果を早めに実

現することが求められる。 

・牛肉、ミルク&クリーム、りんご、梨、緑茶、コメ、清酒などの農産

物・食料品は、全体的に見れば、FTA を利用して日本から ASEAN へ

の輸出の拡大が見込まれる品目である。 

・FTA 利用のメリットがあるにも係らず、日本から ASEAN への農産物・

食料品の輸出実績が上がらなかった原因は、価格が高い高級材である

ため、一般的な消費者の購入に結びついていないからである。
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・日本産の農産物・食料品の輸出の拡大には、現地の上位中間層（アッ

パーミドル）などを狙った、手頃な値段の中高級品の開拓が求められ

る。 

 

はじめに 

 

企業は貿易において FTA を活用

して関税分のコストを引き下げるこ

とができる。しかし、貿易相手国と

FTA を締結していても、品目によっ

ては関税削減効果を享受することが

できない場合がある。本稿では、中

国/ASEAN の貿易相手国別に、どの

ような機械機器・部品や農産物・食

料品が FTA の効果を受けたり受け

なかったりするのか、あるいは FTA

なしでも輸出が見込まれる品目であ

るかどうかなどを明らかにしている。

そして、農産物などの FTA 活用上の

問題点を探っている。 

 

１．FTA 活用による機械機器・部

品の輸出可能性 

 

日本からの輸出か域内からの輸出

か 

もともと値段が高い日本の機械機

器・部品や農産物・食料品が、海外

の税関で関税を課せられることによ

り、さらに価格が跳ね上がることに

なる。もしも、FTA を利用して関税

を削減することができれば、その分

だけ現地の販売価格を抑えられる。 

しかし、実際に日本の製品や農産

物をアジアに輸出する場合、FTA を

活用しても全ての品目で直ちに関税

を削減することはできない。品目に

よっては、関税の削減を長期にわた

って実施する場合があるし、自由化

を免除される場合もある。つまり、

乗用車やカラーテレビ、あるいはり

んごやコメなどを輸出する場合、た

とえ FTA を活用しても、国によって

自由化の度合いが違うため、関税を

効果的に削減できない場合があるの

だ。 

タイの日本からの乗用自動車の輸

入においては、日 ASEAN 包括的経

済連携協定（AJCEP）か日タイ EPA

を使うことができる。このため、2013

年時点で AJCEP/日タイ EPA を利用

すれば、輸入時に適用される関税が、
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MFN 税率（一般的な輸入で課せられ

る関税）の約 70％から AJCEP/日タ

イ EPA 税率の約 50％に低下する。 

タイの日本からの乗用自動車の輸

入単価である 18,492 ドルは、FTA を

使わなければ通常は MFN 税率（約

70％）が掛けられるため 31,461 ドル

に 上 昇 す る 。 し か し 、 も し も

AJCEP/EPA を活用すれば関税率は

約 50％しか掛からないので、輸入単

価は 27,677 ドルの上昇にとどまる。

したがって、輸入単価削減額（日本

と結んだ FTA の活用で削減できる関

税額）は 3,784 ドル（MFN 税込の輸

入単価 31,461 ドル－AJCEP/日タイ

EPA 税込の輸入単価 27,677 ドル）で

ある。この場合の、輸入単価削減率

は約 20％（輸入単価削減額 3,784 ド

ル÷輸入単価 18,492 ドル）となる。 

タイにおいては、日本からの乗用

車の輸入では約 20％も輸入単価を

削減できる（もしも AFTA を使って

タイが他の ASEAN から乗用車を輸

入すれば、約 70％の MFN 税率の全

部を削減できる⇒輸入単価削減率は

約 70％）。このように輸入単価削減

率が高ければ、それだけ関税削減効

果が働いていることを意味する。し

たがって、日本製乗用車は FTA を使

うことにより、日本からタイへの輸

出が見込まれる製品ということにな

る。 

表 1 の「ケースⅠ」は正にこれに

該当する。もしも、ある国の日本か

らの輸入品の MFN 税率が高く、か

つ日本からの品目の輸入単価削減率

が高い場合、EPA/FTA 活用で日本か

らの輸出の拡大が見込まれる品目、

ということになる。 

また、ケースⅠと違って、ASEAN

のある国の日本からの輸入品の輸入

単価削減率が低く、FTA を活用して

も日本からの輸出が見込まれない場

合がある。しかし、この品目におい

て、ある国の中国/ASEAN からの輸

入単価削減率が高い場合には、中国

/ASEAN からこの国への輸出が見込

まれることになる。この場合は、表

1 の「ケースⅡ」に当てはまる。す

なわち、ケースⅡに当てはまる品目

は、日本から直に輸出するのではな

く、FTA 利用により中国・ASEAN

の進出拠点からある国への輸出見込

みが高くなる製品である。つまり、

ASEAN 中国 FTA（ACFTA）や AFTA

の活用で域内貿易の拡大が見込まれ
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る品目ということになる。 

一方、IT や電気・電子関連製品で

は、「ケースⅢ」のように、既に中国・

ASEANのMFN税率がかなり低くな

っている場合が多い。このケースに

分類される品目は、日本からの輸入

品の輸入単価削減率が低くても、

FTA を利用せずに日本から中国・

ASEAN へ輸出する見込みがある。

また、「ケースⅣ」では、ある国の日

本や中国/ASEAN からの製品の輸入

単価削減率が共に低く、FTA を活用

しても、日本や中国/ASEAN からの

輸出の効果が見込まれない製品が該

当する。 

 
  

表１ 機械機器・部品、農産物などの分類の基準 

 条件 

Ⅰ EPA/FTA 活用で日本からの輸

出の拡大が見込まれる品目 
MFN 税率⇒高い 
輸入単価削減率（日本）⇒高い 

Ⅱ 現地生産・現地企業との連携、

ACFTA/AFTA の活用で域内貿

易の拡大が見込まれる品目 

MFN 税率⇒高い 
輸入単価削減率（日本）⇒低い 
輸入単価削減率（中・ASEAN）⇒高い

Ⅲ FTAを利用しなくても日本から

の輸出が見込まれる品目 
MFN 税率⇒低い 
輸入単価削減率（日本）⇒低い 

Ⅳ EPA/FTA を活用しても日本や

中国・ASEAN からの輸出のメ

リットがない品目 

MFN 税率⇒高い 
輸入単価削減率（日本）⇒低い 
輸入単価削減率（中・ASEAN）⇒低い

（注）FTA を利用すれば、通常の関税率（MFN 税率）よりも低い関税率（FTA
税率）が輸入品に適用される。この「MFN 税率と FTA 税率の差分」をあ

る品目の輸入単価に掛けると、それは FTA 利用時の輸入単価削減額にな

る。この輸入単価削減額を輸入単価で割ったものが「輸入単価削減率」で

ある（または、簡便的に「MFN 税率－FTA 税率」でも計算できる）。ケー

スⅠ～Ⅳにおける「輸入単価削減率（日本）」は、日本から輸入する品目の

輸入単価削減率、「輸入単価削減率（中・ASEAN）」は、中国・ASEAN か

ら輸入する品目の輸入単価削減率を指す。 
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FTA 活用で日本からの輸出拡大が

見込まれる自動車 

表 2 は、日本企業が機械機器・部品

の 6 品目を中国、インドネシア、マレ

ーシア、タイ、ベトナムの 5 ヵ国に輸

出する場合、表 1 のケースⅠ～Ⅳのい

ずれに分類されるかを示したもので

ある。その機械機器・部品とは、「電

話機、集積回路、カラーTV、乗用車、

貨物自動車、自動車部品」の 6 品目

を指す。 

表 2 において、日本から中国への

輸出の場合、「ケースⅠ」に該当する

品目はなかった。つまり、中国の日

本からの輸入品に対する MFN 税率

が高く、同時に輸入単価削減率が高

い品目は、6 品目の中にはなかった

ということである。なぜならば、日

本と中国は EPA/FTA を締結してい

ないので、当然のことながら輸入単

価削減率は 0％となり、これらの 6

品目の EPA/FTA 利用による日本か

らの輸出の効果はないからである。 

これに対して、日本から中国への

輸出の場合、「ケースⅡ」に該当する

品目は、「カラーTV、乗用車、貨物

自動車、自動車部品」の 4 品目であ

った。これらは、前述のように、中

国の日本からの輸入品への MFN 税

率は高く、かつその輸入単価削減率

は低いため、EPA/FTA 利用による日

本からの輸出が見込まれない品目で

ある。しかしながら、ASEAN から

のこれらの品目の輸入単価削減率が

高いため、ASEAN の日系現地法人

による FTA 利用で中国への輸出拡

大が見込まれる品目である。 

また、中国における「電話機、集

積回路」の MFN 税率は低率である。

したがって、この電気・電子・部品

の 2 品目は、たとえ中国の日本から

の輸入品の輸入単価削減率が低くて

も 、 日 本 か ら 中 国 へ の 輸 出 が

EPA/FTAの利用なしでも見込みがあ

る品目であり、「ケースⅢ」に該当す

る。そして、機械機器・部品の 6 品

目の中で、「ケースⅣ」に当てはまる

製品はなかった。 

一方、表 2 において、機械機器・

部品 6 品目の ASEAN4 ヵ国（インド

ネシア、マレーシア、タイ、ベトナ

ム）に対する輸出拡大の見込みを見

てみると、「ケースⅠ」に該当する品

目は、「カラーTV、乗用車、貨物自

動車、自動車部品」の 4 品目であっ

た。 
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これらの品目がなぜ中国と違い、

ケースⅠに分類されるかというと、

日本と ASEAN とは AJCEP や日タイ

EPA などの 2 国間 EPA を結んでいる

からである。このため、ASEAN4 ヵ

国の日本からの輸入品に対する

MFN 税率が高くても、輸入単価削減

率が高いため、EPA/FTA の関税削減

効果を享受することができる。品目

によっては、タイの日本からの乗用

車の輸入のように、タイの ASEAN

からの乗用車輸入と比べると輸入単

価削減率が低い場合があるが、それ

でも輸入単価削減率の分だけ日本か

らの輸出が見込まれることに変わり

はない。 

また、これらの 4 品目は中国/ASEAN

からの輸入単価削減率が高いため、

「ケースⅡ」にも当てはまる製品であ

る。中国/ASEAN に現地法人を設立し

表２ 機械機器・部品 6 品目の中国・ASEAN への輸出可能性（2013 年） 
 輸出先 

中国 インドネシア、 

マレーシア、タイ、

ベトナム 

Ⅰ EPA/FTA活用で日本からの

輸出の拡大が見込まれる品

目 

 カラーTV、乗用車、貨

物自動車、自動車部品 

Ⅱ 現地生産・現地企業との連

携、ACFTA/AFTA の活用で

域内貿易の拡大が見込まれ

る品目 

カラーTV、乗用車、

貨物自動車、自動車

部品 

 

Ⅲ FTA を利用しなくても日本

からの輸出が見込まれる品

目 

電話機、集積回路 電話機、集積回路 

Ⅳ EPA/FTA を活用しても日

本や中国・ASEAN からの輸

出のメリットがない品目 

  

（注）ASEAN4 ヵ国のケースⅠの品目は、ケースⅡの分類基準「中国/ASEAN
から輸入する品目の輸入単価削減率が高い」という条件をクリアしてお

り、「EPA/FTA の活用で日本からの輸出の拡大が見込まれる品目」である

とともに、「現地生産・現地企業との連携、ACFTA/AFTA の活用で域内

貿易の拡大が見込まれる品目」でもある。 
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ていたり、現地企業と連携している日

本企業は、ACFTA/AFTA を利用して

中国/ASEAN との貿易を拡大できる

ためだ。 

ASEAN4 カ国向け輸出で「ケース

Ⅲ」に分類されている「電話機、集

積回路」の 2 品目は、日本から中国

への輸出の場合と同じ理由で、FTA

を利用しなくても日本から ASEAN4

ヵ国へ輸出することが見込まれる製

品である。IT や電気・電子部品の低

関税化は、中国・ASEAN 全体に浸

透している。 

 

カラーTV、自動車部品などは FTA

を有効に活用しているか 

表 2 で示された機械機器・部品な

どの 6 品目の輸出拡大の可能性が実

現されているかどうかを確かめるた

めに、 2012 年における中国と

ASEAN3 ヵ国（インドネシア、マレ

ーシア、タイ）への輸出実績を見て

みたい。 

「ケースⅢ」に分類される「電話

機と集積回路」の日本の中国・

ASEAN3 ヵ国向け輸出額を見てみる

と、ASEAN10 や中国からの輸出額

には及ばないところがあるものの、

国によっては米国・韓国に劣らない

実績を示している。ただし、電話機・

集積回路とも韓国と台湾の中国向け

輸出額が日本の倍以上となっている。

また、米国のマレーシア向けの集積

回路の輸出額が大きい。つまり、日

本の電話機、集積回路の中国・

ASEAN 向けの輸出は一定の実績を

上げてはいるものの、ASEAN・韓

国・台湾、あるいは中国の後塵を拝

している。 

FTA を活用して日本製の電話機や

集積回路の中国・ASEAN3 ヵ国への

輸出競争力を高めようとしても、既に

関税率が低くなっているため、この方

法では輸出の拡大は望めない。やはり、

品質の向上やニーズに合った製品の

開発で、非価格競争力を高めることが

必要である。同時に、現地企業との提

携や製造委託などによる一層のコス

ト削減の努力が求められる。 

カラーTVのASEAN域内の取引は

活発であるが、日本や韓国、台湾か

ら中国、インドネシア、マレーシア、

タイへの輸出額は総じて少ない。そ

の中で、中国のタイ向けカラーTV

の輸出額がやや大きくなっている。 

カラーTV は現地生産が進んでい
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るおり、AFTA を利用した関税削減

効果を得られることから ASEAN 域

内の相互調達は活発である。これに

対して、日本・韓国の中国・ASEAN3

カ国向け、あるいは中国の ASEAN3

ヵ国向けの輸出規模が小さいのは、

日本は中国と FTA を結んでいない

し、韓国は ASEAN との間で FTA

（AKFTA）を締結しているが、

ASEAN3 ヵ国は依然としてカラー

TVのAKFTA税率を切り下げておら

ず、輸入単価削減率が低いことが背

景にある。また、韓国の場合と同様

に、インドネシアとマレーシアの中

国製カラーTVに対するACFTA税率

がまだ高く、輸入単価削減率が低い

ことが中国からこの 2 ヵ国への輸出

が伸びない原因と考えられる。 

日本製乗用車の中国向け輸出額は、

ドイツ、米国よりも小さい。2012 年

の中国向けの輸出台数でも、日本は

22 万台とドイツよりも 10 万台も少

ない。日本とドイツ・米国はいずれ

も中国とは FTA を結んでいないの

で、同じ条件で競争しているわけで

あるが、将来的には日中韓 FTA や

RCEP の締結により、中国における

乗用車の MFN 税率の 25％を出来る

だけ削減し、コスト競争力を強化す

ることが望まれる。ちなみに、乗用

車の ACFTA 税率は 15％であり、

ASEAN から中国への乗用車輸出で

は輸入単価削減率は 10％になる 

日本の ASEAN3 ヵ国（インドネシ

ア、マレーシア、タイ）への乗用車

輸出は好調であり、米国、ドイツ、

韓国をかなり上回る。日インドネシ

ア EPA を使った輸入単価削減率は

約 20％（AFTA では 29％）となるの

で、日本は EPA の関税削減メリット

を享受できるためだ。こうした EPA

効果も大きいが、早くから ASEAN

に進出し基盤やサプライチェーンを

築いてきたことも無視できない。日

本からだけでなく、他の ASEAN か

らインドネシア、マレーシア、タイ

への乗用車輸出も活発であり、やは

り AFTA の活用で大きな関税削減メ

リットを得られることが影響してい

るものと思われる。 

また、日本の中国・ASEAN 向け

貨物自動車の全体的な輸出競争力は

高い。中国向け輸出では、ドイツと

米国よりも金額が大きいし、インド

ネシアでも米国と ASEAN を抑えて

トップの輸出国となっている。日本
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のインドネシアやタイ向け貨物自動

車輸出における輸入単価削減率は

17％で高いものの、ASEAN のイン

ドネシア・タイ向けの輸入単価削減

率と比較するとそれぞれ 10％、18％

も低い。将来的にこの格差が縮まれ

ば、日本から両国への貨物自動車の

輸出が一段と伸びるものと思われる。 

自動車部品の貿易においても、貨

物自動車と同様に、日本の中国・

ASEAN 向けの輸出競争力の高さが

現れている。中国向け輸出額では、

日本はドイツを抑えてトップであり、

3 位の韓国の 3 倍弱の実績を示して

いる。また、自動車部品においては、

ASEAN の中でもタイ向けの輸出額

は他の国よりも圧倒的に大きい。 

日本の中国・ASEAN3 ヵ国向けの自

動車部品の輸出額が大きいのは、同地

域における自動車関連の集積とサプ

ライチェーンの拡大にある。同時に、

日本のASEAN3 ヵ国との EPA/FTA 効

果が ASEAN 並みであることも見逃

せない。インドネシア、マレーシア、

ベトナムでの日本からの自動車部品

の輸入単価削減率は、中国、韓国よ

りも高い。今後は、日タイ EPA にお

ける自動車部品の関税撤廃が進展す

るため、タイへの一層の輸出増が期

待される。 

 

２．農産物・素材・衣類の輸出で

FTA は有効か 

 

農産物などの 9 品目の輸出可能性

を探る 

表 2 では、機械機器・部品の 6 品

目を取り上げた。表 3 では、「牛肉、

ミルク&クリーム、りんご、梨、緑

茶、コメ、清酒」の農産物・食料品

の 7 品目、さらには「プラスチック

製の板・シート、T シャツ」の 2 品

目を取り上げ、計 9 品目をケースⅠ

～ケースⅣに分類している。 

日本から中国への輸出では、日本

と中国との FTA が結ばれていない

ので FTA を活用することができず、

いずれの品目も関税削減の効果を得

ることができない。このため、表 3

においても、中国が輸出先の場合は、

「ケースⅠ」の「EPA/FTA 活用で日

本からの輸出の拡大が見込まれる品

目」に該当する品目は 1 つもない。 

表 3 の中国への輸出では、9 品目

の全部が、「ケースⅡ」の「現地生産・

現地企業との連携、ACFTA/AFTA の
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活用で域内貿易の拡大が見込まれる

品目」に該当することになる。つま

り、表 3 における中国への輸出の場

合、選択した 9 品目は ASEAN で現

地生産し中国へ輸出をするならば、

FTA による関税削減のメリットを得

られる商品となる。 

一方、表 3 のインドネシア向けの

輸出では、日インドネシア EPA を使

えば、農産物・食料品では「りんご、

梨、緑茶」が「ケースⅠ」の「FTA

活用で日本からの輸出の拡大が見込

まれる品目」となる。「プラスチック

製の板・シート、T シャツ」も同様

に「ケース 1」の品目であった。イ

ンドネシア向け輸出では、選択した

農産物・食料品の 7 品目の内、3 品

目が FTA 活用で日本からの輸出で

メリットがある商品となる。 

表 3 では、FTA 活用による日本か

らの輸出可能性の範囲を広げるため、

MFN 税率や輸入単価削減率が 5％ぐ

らいの中程度の割合でもケースⅠに

含めている。インドネシアではりん

ごの MFN 税率は 5％である。日イン

ドネシア EPA の活用で日本産りん

ごの FTA 税率は 0％に下がるので、

輸入単価削減率は 5％（MFN 税率

5％－FTA 税率 0％）である。インド

ネシアにおいては、梨と緑茶の MFN

税率や輸入単価削減率がりんごと同

様に 5％であり、3 品目とも FTA の

関税削減効果は全く同じであった。 

インドネシアでは、「牛肉とミルク

&クリーム」の 2 品目が「ケースⅡ」

の「現地生産・現地企業との連携、

ACFTA/AFTA の活用で域内貿易の

拡大が見込まれる品目」に分類され

る。インドネシアでは、牛肉の MFN

税率は 5％である。しかし、日イン

ドネシア EPA を利用しても FTA 税

率は依然として 5％にとどまるので、

輸入単価削減率は 0％（MFN 税率

5％－ FTA 税率 5 ％）である。

ACFTA/AFTA 利用時の税率は 0％に

なるので、輸入単価削減率は 5％で

ある。ミルク&クリームにおいては、

それぞれ 6％、0％、6％であった。 

したがって、2013 年時点では、日

本の「牛肉とミルク&クリーム」を

インドネシアに輸出する場合は、日

インドネシア EPA の関税削減メリ

ットはなく、中国や他の ASEAN で

現地生産したものをインドネシアに

輸出した場合の FTA 効果が高いと

いうことになる。なお、表 3 におい
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ても、ケースⅠの品目は、ケースⅡ

に該当するので、インドネシア向け

のりんごや梨、T シャツなどの 5 品

目は、ACFTA/AFTA を活用して域内

輸出の拡大が見込まれる品目でもあ

る。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

表３ FTA による農産物・素材・衣類等 9 品目の中国・ASEAN への 

輸出可能性（2013 年） 
 輸出先 

中国 インドネシア マレーシア タイ ベトナム

Ⅰ EPA/FTA活
用で日本か
らの輸出の
拡大が見込
まれる品目

りんご、梨、
緑茶、（プラ
スチック製
の板・シー
ト）、T シャ
ツ 

りんご、
梨、プラ
ス チ ッ
ク 製 の
板・シー
ト 

牛肉、ミル
ク & ク リ
ーム、りん
ご、梨、緑
茶、清酒、
（プラス
チック製
の板・シー
ト）、T シ
ャツ 

牛肉、緑
茶、コメ、
（清酒）、
（プラス
チック製
の板・シー
ト）、T シ
ャツ 

Ⅱ 現地生産・現
地企業との
連 携 、
ACFTA/AF
TA の活用で
域内貿易の
拡大が見込
まれる品目 

牛肉、ミル
ク&クリー
ム 、 り ん
ご、梨、緑
茶、コメ、
清酒、プラ
ス チ ッ ク
製の板・シ
ート、T シ
ャツ

牛肉、ミル
ク&クリー
ム 

コメ コメ ミ ル ク &
クリーム、
りんご、梨 

Ⅲ FTA を利用
しなくても
日本からの
輸出が見込
まれる品目

牛肉、ミ
ルク&ク
リーム、
緑茶、T
シャツ

Ⅳ EPA/FTA を
活用しても
日 本 や 中
国・ASEAN
からの輸出
のメリット
がない品目 

清酒  

（注）ケースⅠの「括弧」で囲まれた品目は、日本との FTA 利用による輸入単

価削減率はそれほど高くはないものの、一定の FTA 活用のメリットがあ

る品目。ミルク&クリームは砂糖を加えたもの。プラスチック製の板・シ

ートは、接着性がなく多泡性のもの。 
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ASEAN日本FTAで効果が見込まれ

る農産物 

マレーシア向けの輸出においては、

「リンゴと梨」が「ケースⅠ」に該

当する。この 2 品目の日本からの輸

入単価削減率はともに 5％である。

「コメ」は「ケースⅡ」に該当する。

マレーシアでは、コメの MFN 税率

は 36.9％であり、日本との FTA 利用

時の輸入単価削減率は 0％であった。

AFTA を活用した場合の輸入単価削

減率は 17.5％であった。マレーシア

はタイ（2012 年で 7,600 万ドル）と

ベトナム（4.2 億ドル）からコメを多

く輸入しており、日本からの輸入は

わずかの 3 万ドルにすぎない。これ

は、日本との FTA における輸入単価

削減率が低いだけでなく、日本から

のコメの輸入単価が 3.9 ドル/㎏と高

いが、タイからのコメの輸入単価が

1.03 ドル/㎏、ベトナムからは 0.55

ドル/㎏という価格差があるためだ。

ちなみに、中国における日本からの

コメの輸入単価は 5.9 ドル /㎏、

ASEAN からは 0.48 ドル/㎏であった。 

また、マレーシアにおいては、「牛

肉、ミルク&クリーム、緑茶、T シャ

ツ」が「ケースⅢ」である「FTA を

利用しなくても日本からの輸出が見

込まれる品目」であることが特筆さ

れる。マレーシアでは、牛肉、緑茶、

T シャツの MFN 税率は 0％、ミルク

&クリームが 1％と低くなっており、

これらの品目は FTA を活用しなく

ても、関税をほとんど払わずに日本

から輸入することができる。 

日本からタイ向けの輸出では、日

タイ EPA か日 ASEAN 包括的経済連

携協定（AJCEP）が利用可能である。

これらの FTA を利用した日本から

タイへの輸出においては、選択した

「9 品目の中で 8 品目」が「ケース

Ⅰ」に該当する。残りの 1 品目であ

る「コメ」だけが「ケースⅡ」に分

類される。 

タイでは牛肉の場合、MFN 税率が

50％であるが、日本との FTA では輸

入単価削減率が 43.8％、AFTA では

輸入単価削減率が 50％であった。リ

ンゴの MFN 税率は 10％、ミルク

17.6％、梨 30％、緑茶 60％、清酒 60％、

T シャツ 30％であり、これらの税率

のほとんどを日本と結んだ FTA で

削減することが可能だ。タイ向け輸

出では、農産物・食料品を含めた、

多くの品目で日本との FTA 活用に
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よる関税削減のメリットを享受する

ことができる。 

日本からベトナムへの輸出におい

ては、「牛肉、緑茶、コメ、清酒」は

「ケースⅠ」の「日本との FTA 利用

で輸出の拡大が見込まれる品目」に分

類される。一方、「ミルク&クリーム

とりんご、梨」は「ケースⅡ」に含ま

れ、日本との FTA 利用時のメリット

が低い。 

 

なぜ農産物の FTA 効果が輸出実績

に反映されないのか 

日本の農産物や食料品の FTA を

活用した輸出において、選択した 7

品目の中でメリットがなかった品目

は、インドネシアで 2 品目（牛肉、

ミルク&クリーム）、マレーシアで 1

品目（コメ）、タイは 1 品目（コメ）、

ベトナムで 3 品目（ミルク&クリー

ム、りんご、梨）であった。つまり、

「ケースⅡ」の品目数は ASEAN4 ヵ

国合計で 7 である。 

一方、日本と ASEAN との FTA を

利用した場合、関税削減の効果を得

られる品目はインドネシアで 3 品目

（りんご、梨、緑茶）、マレーシア 2

品目（りんご、梨）、タイ 6 品目（牛

肉、ミルク&クリーム、りんご、梨、

緑茶、清酒）、ベトナム 4 品目（牛肉、

緑茶、コメ、清酒）であった。「ケー

スⅠ」の品目数は合計で 15 になる。

すなわち、FTA を利用した ASEAN4

ヵ国への 7 品目の農産物・食料品輸出

においては、「ケースⅠ」の品目数は

ASEAN4 ヵ国合計で 15 品目と「ケー

スⅡ」の倍以上であり、2013 年時点

では、全体的には関税削減メリット

があると考えられる。 

しかしながら、2012 年の牛肉やミ

ルク&クリームの日本から中国、イ

ンドネシア、マレーシア、タイへの

輸出実績を見てみると、牛肉のタイ

向けを除いてほとんどの輸出額が 0

か極めて少額にすぎない。リンゴ、

梨、緑茶においても、日本からの輸

出実績が 100 万ドルを超えるのは、

タイ向けりんごの 153 万ドルだけで

ある。清酒の日本からの輸出では、

中国向けが 532 万ドル、マレーシア

とタイ向けが 200 万ドル前後である。

日本からマレーシアへの輸出では、

プラスチックの板・シートが 8,964

万ドル、T シャツが 3,374 万ドルと

なっており、いかに日本からの農産

物・食料品の輸出が他の分野と比べ
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ると少額であるかが窺える。 

日本から ASEAN への農産物・食

料品輸出に FTA を活用できても、輸

出実績の拡大には結びついていない。

この原因の 1 つは、これまで農産

物・食料品の輸出に本格的に取り組

んでこなかったことが挙げられる。

輸出チャンスがあっても、それを活

かすことができなかったのだ。 

また、日本からの農産物・食料品の

輸入単価そのものが高すぎて、

ASEAN の一般的な消費者の購入に結

びついていないと思われる。例えば、

タイにおける日本産りんごの輸入単

価は 6 ドル/㎏であるのに対し、世界

からの輸入単価は 1 ドル/㎏であった。

日本産リンゴのタイでの輸入価格は

世界平均の 6 倍である。梨においても、

タイの日本産の輸入価格は 7 ドル/㎏

であるが、世界平均は 1 ドル/㎏であ

る。緑茶に関しては、マレーシアで

は日本産は 19 ドル/kg で世界平均の

3 倍であったが、中国産は世界平均

と同じ水準であった。タイの清酒で

は、日本産の輸入単価は 5 ドル/L、

世界平均は 2 ドル/L であった。 

つまり、日本産の農産物・食料品

は価格が高い高級材である場合が多

く、FTA を活用し関税を削減しても、

少しの価格低減効果では現地での消

費需要を引き上げることができない

のである。現地の上位中間層（アッ

パーミドル）を狙った、値段が手頃

な中高級品の開拓が求められる。 
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